
 

評議員の特殊関係者 理事の特殊関係者 監事の特殊関係者

評議員には、各評議員又は各役員の配偶者
又は三親等以内の親族その他各評議員又は
各役員と特殊の関係がある者（以下の①～
⑨）が含まれてはならない。

理事には、各理事について、その配偶者及
び三親等以内の親族その他各理事と特殊の
関係のある者（以下の①～⑦）が三人を超
えて含まれ、又は理事の総数の三分の一を
超えて含まれてはならない。

監事には、各役員（理事及び監事）の配偶
者又は三親等以内の親族その他各役員と特
殊の関係がある者が含まれてはならない。

① 当該評議員又は役員と事実上婚姻関係と
同様の事情にある者

① 当該理事と事実上婚姻関係と同様の事情
にある者

① 当該役員と事実上婚姻関係と同様の事情
にある者

② 当該評議員又は役員に雇用されている者
（秘書・執事など個人的に雇っている者）

② 当該理事に雇用されている者
（秘書・執事など個人的に雇っている者）

② 当該役員に雇用されている者
（秘書・執事など個人的に雇っている者）

③ ①、②に掲げる者以外の者であって、当
該評議員又は役員から受ける金銭その他の
財産によって生計を維持しているもの

③ ①、②に掲げる者以外の者であって、当
該理事から受ける金銭その他の財産によっ
て生計を維持しているもの

③ ①、②に掲げる者以外の者であって、当
該役員から受ける金銭その他の財産によっ
て生計を維持しているもの

④ ②、③に掲げる者の配偶者 ④ ②、③に掲げる者の配偶者 ④ ②、③に掲げる者の配偶者

⑤ ①から③に掲げる者の三親等以内の親族
であってこれらの者と生計を一にするもの

⑤ ①から③に掲げる者の三親等以内の親族
であってこれらの者と生計を一にするもの

⑤ ①から③に掲げる者の三親等以内の親族
であってこれらの者と生計を一にするもの

評議員・理事・監事の欠格条項、特殊関係者について

欠格条項（以下の①～⑤）に該当する者は、評議員・理事・監事となることができない。
①　法人
②　精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者
③　生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は
　執行を受けることがなくなるまでの者
④　前号に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
⑤　所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員
⑥　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

欠格条項（評議員・理事・監事共通）
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評議員の特殊関係者 理事の特殊関係者 監事の特殊関係者

⑥ 当該評議員が役員（※）となっている他
の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の
役員（※）又は職員（これらの役員（当該
評議員を含む。）又は職員が当該社会福祉
法人の評議員総数の三分の一を超えて含ま
れる場合に限る。）
※ 業務を執行する社員を含む。

⑥ 当該理事が役員（※）となっている他の
同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役
員又は職員（これらの役員又は職員が当該
社会福祉法人の理事総数の三分の一を超え
て含まれる場合に限る。）
※ 業務を執行する社員を含む。

⑥ 当該理事が役員（※）となっている他の
同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役
員（※）又は職員（これらの役員又は職員
が当該社会福祉法人の監事総数の三分の一
を超えて含まれる場合に限る。）
※ 業務を執行する社員を含む。

⑦ 当該社会福祉法人の役員が役員（※）と
なっている他の同一の団体（社会福祉法人
を除く。）の役員（※）又は職員（これら
の役員又は職員が当該社会福祉法人の評議
員総数の三分の一を超えて含まれる場合に
限る。）
※ 業務を執行する社員を含む。

評議員・監事の⑦に相当する規制はない。 ⑦ 当該監事が役員となっている他の同一の
団体（社会福祉法人を除く。）の役員又は
職員（これらの役員（当該監事を含む。）
又は職員が当該社会福祉法人の監事総数の
三分の一を超えて含まれる場合に限る。）

⑧ 支配している他の社会福祉法人の役員又
は職員
※ 支配している他の社会福祉法人：当該社
会福祉法人の役員又は評議員で、評議員の
総数の過半数を占めている他の社会福祉法
人

評議員・監事の⑧に相当する規制はない。 ⑧ 支配している他の社会福祉法人の理事又
は職員
※ 支配している他の社会福祉法人：当該社
会福祉法人の役員又は評議員で、評議員の
総数の過半数を占めている他の社会福祉法
人

⑨ 次に掲げる団体においてその職員（国会
議員及び地方公共団体の議会の議員を除
く。）である、評議員（これらの評議員が
当該社会福祉法人の評議員総数の三分の一
を超えて含まれる場合に限る。）
・ 国の機関、地方公共団体、独立行政法
人、国立大学法人又は大学共同利用機関法
人、地方独立行政法人、特殊法人又は認可
法人

⑦ 次に掲げる同一の団体においてその職員
（国会議員及び地方公共団体の議会の議員
を除く。）である理事（これらの理事が当
該社会福祉法人の理事総数の三分の一を超
えて含まれる場合に限る。）
・ 国の機関、地方公共団体、独立行政法
人、国立大学法人又は大学共同利用機関法
人、地方独立行政法人、特殊法人又は認可
法人

⑨ 次に掲げる団体においてその職員（国会
議員及び地方公共団体の議会の議員を除
く。）である監事（これらの監事が当該社
会福祉法人の監事総数の三分の一を超えて
含まれる場合に限る。）
・ 国の機関、地方公共団体、独立行政法
人、国立大学法人又は大学共同利用機関法
人、地方独立行政法人、特殊法人又は認可
法人
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